
コード番号  4  7  2  0  5  1  市 町 村 類 型 　Ⅱ－ 1

 ふ り が な  ぎ  の  わ  ん  し 　26年度交付税 　Ⅰ－ 5

 市町村名  宜   野   湾    市 　種 地 区 分 (評点 566)

決算額 構成比 経常一般財 Kの構 決算額 構成比 充当一般財源等 経常一般財

千円     ％ 源 K  千円 成比％     千円     ％     千円 源    千円

91,928 人 人 人 地　　方　　税 10,247,699 10,247,699 60.8 人    件    費 4,565,105 11.3 4,355,958 4,245,860 23.3% 25.2%

89,769 人 　 ％ 　   ％ 　     ％ 地 方 譲 与 税 139,093 139,093 0.8  うち職員給 2,887,267 7.1 2,768,525
‐ ‐ ‐

 増 減 率 2.4 ％ 4,666 利子割交付金 17,528 17,528 0.1 扶    助    費 11,914,714 29.4 3,108,000 3,062,041 16.8% 18.2%

住本(27.3.31) 95,462 人  人 人 配当割交付金 26,145 26,145 0.2 公    債    費 2,702,726 6.7 2,578,066 2,578,066 14.1% 15.3%

民台(26.3.31) 94,793 人 　  ％ 　   ％ 　     ％ 株式等譲渡所得割交付金 19,681 19,681 0.1  元利償還金 2,701,978 6.7 2,577,318 2,577,318 14.1% 15.3%

基帳 増 減 率 0.7 ％ 4,557 地方消費税交付金 789,044 789,044 4.7  一時借入金 748 0.0 748 748 0.0% 0.0%

特別地方消費税交付金 0 0 0.0 19,182,545 47.4 10,042,024 9,885,967 54.2% 58.7%

　　  千円 　　  千円 　の状況 自動車取得税交付金 13,380 13,380 0.1 物    件    費 4,321,165 10.7 3,605,857 2,769,698 15.2% 16.4%

○市町村圏 地方特例交付金等 24,637 24,637 0.1 維 持 補 修 費 201,840 0.5 186,654 109,248 0.6% 0.6%

 1　歳　入　総　額
Ａ   再建､山村 地 方 交 付 税 5,391,909 4,817,844 28.6 補  助  費  等 2,012,969 5.0 1,417,054 894,944 4.9% 5.3%

  財政､過疎   (普通交付税) 4,817,844 4,817,844 28.6 繰    出    金 3,959,199 9.8 3,455,289 2,038,510 11.2% 12.1%

 2　歳　出　総　額 Ｂ   不交付   (特別交付税) 574,065 ‐ ‐ 投資出資貸付金 22,500 0.1 0 0 0.0% 0.0%

 3  歳入歳出差引額   新産     小      計 16,669,116 16,095,051 95.5 積    立    金 4,078,539 10.1 1,363,894

  　　　　　　 A-B　Ｃ   低開発 交通安全対策特別交付金 13,005 13,005 0.1
‐ ‐ ‐

 4　翌年度へ繰り越す   工特､産炭 分担金 負担金 458,161 - - 経常収支比率

　  べき財源        Ｄ 使    用    料 239,382 9,247 0.1
投 資 的 経 費

6,648,321 16.4 675,023 86.0% ③/①

 5　実 質 収 支 ｱ  ｲ 　事務の共同 手    数    料 177,741 25 0.0  うち人件費 175,240 0.4 178,201 93.2% ③/②

　C-D  Ｅ 　処理の状況 国 庫 支 出 金 7,700,017 - ‐

　

　
普通建設事業 6,648,321 16.4 675,023

 ｲ-ｱ ○ごみ処理 国有提供施設交付金 571,917 571,917 3.4 補  助 5,963,496 14.8 315,814

 6  単 年 度 収 支　 Ｆ ○し尿処理 県  支  出  金 6,060,703 ‐ ‐ 単  独 591,904 1.4 358,647 歳入経常一般財源額

　伝染病関係 財  産  収  入 684,079 140,445 0.8 受託（補助） 92,921 0.2 562

 7  積　　立　　金　 Ｇ 　  うち財政調整基金   小学校関係 寄    附    金 23,350 ‐ ‐ 県事業負担等 - - -

    うち減 債 基 金   中学校関係 繰    入    金 4,651,480 ‐ ‐ 災害復旧事業費 ‐ ‐ ‐

 8  繰 上 償 還 金  Ｈ   その他特定目的基金   税務関係 繰    越    金 1,522,281 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 歳入一般財源等

   地方債現在高   火葬場 諸    収    入 206,693 21,823 0.1 ‐ ‐ ‐ 21,762,292

 9  積立金取くずし額 Ｉ 　うち政府資金現在高   消  防 地    方    債 2,465,650 - - ‐ ‐ ‐

10　実質単年度収支   債務負担行為額 ○その他 95.6

　　F + G + H - I　 Ｊ （翌年度以降支出予定額）

普通会計からの 職員数

千円 繰入額　　千円 人

国民健康保険事業   無  構成比 超  過 決算額 構成比

土地区画整理事業   無 　　　　　　 円 ％ 課税額 千円 ％

下 水 道 事 業   無 901,000  個人分 1.3  議    会    費 309,166 0.8

介護保険事業   無 742,000  法人分 1.7  総    務    費 10,879,529 26.9

介護サービス事業   無 672,000 33.7  民    生    費 17,480,066 43.2

後期高齢者医療事業   無 479,000 3.9  衛    生    費 1,839,610 4.6

上 水 道 事 業   有 426,000  固 定 資 産 税 50.2  労    働    費 253,931 0.6

409,000  軽 自 動 車 税 2.4  農 林 水 産 費 39,406 0.1

400,000  市町村たばこ税 6.8  商    工    費 168,072 0.4

円  電    気    税 ‐  土    木    費 3,036,163 7.5

円  ガ    ス    税 ‐  消    防    費 810,097 2.0

円  特別土地保有税 -  教    育    費 2,908,312 7.2

円 法定外普通税旧法税 ‐  災 害 復 旧 費 0 ‐

 目    的    税 0.0  公    債    費 2,702,726 6.7

均 等 割

3,500円  　　　　50 千円  入  湯  税 0.0  諸  支  出  金 ‐ ‐

標準税率に  　　3,000 千円  都市計画税 ‐ 前年度繰上充用金 ‐ ‐

対する比率  そ  の  他 ‐ 特別区調整納付金 ‐ ‐

1.0 100.0 40,427,078 100.0

※H26健全化判断比率（実質赤字比率　－％、連結実質赤字比率　－％、実質公債費比率　9.0％、将来負担比率　71.0％）
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